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公共交通を補完する交通サービスの提供   
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山梨県の高齢者数・率の推移 
山梨県高齢者数（千人） 高齢化率(山梨県) 

推
計 

実
績 

高齢者数（千人） 
高齢化率

（%） 

19.7 

山梨県75歳 
以上割合 

資料）・201７まで 全国：総務省「国勢調査」「人口推計」  
           山梨：山梨県「高齢者福祉基礎調査」 
    ・2020以降 国立社会保障・人口問題研究所 
     全国：「日本の将来推計人口（平成29年4月推計）」 
     山梨：「日本の地域別将来推計人口（平成30年3月推

計）」より作成 

(年) 

◆ 本県は全国を上回るペースで高齢化が進展 
  2025年には、約３人に１人が６５歳以上
高齢者、約５人に１人が７５歳以上高齢
者になると推計 

多分野連携・次世代型交通サービス検討会議の設置について                                                                     

◆ 交通事故に占める高齢者割合、高
齢者の運転免許証自主返納件数は
増加傾向 

     

     
◆ バス交通の輸送人員・系統の減 
輸送人員：約6,647万人（1964） 
        → 約921万人（2016) ＜ピークの約1/7＞ 
系統：525系統（1971） 
     →268系統（2016）＜ピークの約1/2＞ 

◆ バスの運転者不足 
 

高齢者などの交通弱者の移動手段の確保 既存の公共交通の維持 

資料１  

     

    

本県を取り巻く環境 

     

    

解決すべき課題 

１ 事業の背景                                                                    

     

    

課題への対応 

公共交通への価値の付加 
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山梨県内の乗合バス輸送人員の推移 

資料）関東運輸局山梨運輸支局「業務要覧」より作成 

（千人） 

(年度) 
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山梨県における高齢者の運転免許証自主返納

件数・交通事故に占める高齢者割合 

高齢者自主返納件数 事故の高齢者割合 

（件） 
 

（%） 
 

資料）運転免許証自主返納件数：山梨県警察本部運転免許課から聞き取り 
    交通事故に占める高齢者割合：山梨県警察本部「交通年鑑」 より作成 

 

(年) 
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出典：平成２９年６月 国土交通省 「高齢者の移動手段の確保に関する検討会 中間とりまとめ概要」 

2 課題への対応の方向性                                                                    

公共交通機関の活用 
（タクシーの相乗り促進） 

貨客混載の推進 

自家用有償運送の活用 互助による輸送 福祉行政との連携 

     

    

     

    

国の動きを踏まえた検討の方向 

公共交通への 
価値の付加 

公共交通を補完する
交通サービス 

国における検討の状況 

多分野連携・次世代型交通サービス検討会議の設置について                                                                     



○ 公共交通に付加価値を持たせるとともに、補完するための新たな交通サービスの導入について検討するため、有識者、関係者などの専門家で構成され

る「多分野連携・次世代型交通サービス検討会議」を設置 

○ ２つの課題を検討する分科会を設置。様々な交通ニーズに応える新たな交通サービスについて検討を行い、導入に向けたガイドラインをとりまとめ 

○ 市町村、NPO等を対象としたセミナーを開催し、関係者連携の促進を図り、具体的な取り組みに繋げる 

 

旅客 

福祉 連携 
貨物 

・課題の整理    
・対策の検討 
・先進地視察    
・ガイドラインのとりまとめ など 

公共交通補完サービス 
検討分科会 

公共交通付加価値 
検討分科会 

【検討事項】 
・自家用有償運送や互
助による輸送を活用し
た移動サービス 等 

【検討事項】 
・バスと貨物の連携 
・タクシーの相乗り 等 

多分野連携・次世代型交通サービス 
検討会議 

NPO 

社会福祉協議会 

交通事業者 

【対象者】 

・バスと貨物の連携 
          など 

多分野連携・次世代型交通 
サービスセミナーの開催 

市町村 

・高齢者等への多様な
移動手段の提供 

３ 検討会議の設置                                                             

多分野連携・次世代型交通サービス検討会議の設置について                                                                      

４ 想定スケジュール                                                                     

H30.4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 H31.1月 2月 ３月 

 ○専門家による新たな交通 
   サービスの検討  
 ○先進地の視察   など 

連
携
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の 

と
り
ま
と
め 

 ○市町村 
 ○NPO 
 ○社会福祉協議会 
 ○交通事業者   
 の連携の促進 

多
様
な
主
体
に
よ
る
新
た
な
交
通

サ
ー
ビ
ス
の
提
供 

※現段階での想定スケジュールであり今後変更の可能性がある 

セ
ミ
ナ
ー
の
開
催 

検
討
会
議
の
設
置 

分
科
会
の
設
置 
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6月 7月 8月 9月 10月 11月 

検
討
会
議
フ
ェ
ー
ズ 

分
科
会
フ
ェ
ー
ズ 

連
携
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
完
成 

第
１
回 

検
討
会
議 

※現段階での想定スケジュールであり、今後変更の可能性がある。 
 

・多分野連携の動向を確認 
・本県の多分野連携の可能性
について議論 

第
１
回 

各
分
科
会 

・第１回検討会議を踏まえた課題と
論点を整理 
・多分野連携に係る具体的な方策
について議論 

第
２
回 

検
討
会
議 

・第１回分科会で整理した多
分野連携方策や課題につい
て、有識者等の意見も踏まえて
再び議論 

第
２
回 

各
分
科
会 

・第２回検討会議の検討結
果を踏まえ、連携ガイドライン
案の内容を整理 

第
３
回 

検
討
会
議 

・第２回分科会での検討結果を
踏まえ、連携ガイドラインの内容を
決定 

先
進
地
視
察 

・状況に応じて
実施 
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 検討会議は、有識者を交えて多分野連携の方策を広く議論し、ガイドラインの内容を決定する場とする。 
 各分科会は、検討会議の結果を踏まえて多分野連携の具体的方策を議論し、ガイドライン原案をとりまとめる場とする。 


